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今月のテーマ   高額療養費制度 
 

給与所得者、いわゆるサラリーマンは基本的に確定申告の必要ありません。会社で行われる年末調整が確定申告に代わるも

のだからです。しかし、サラリーマンでも確定申告が必要となるケースがいくつかあります。そのうちの 1つで最も身近なものに医

療費控除があります。一年間に多額の医療費が発生した場合の減税措置になるのですが、多額の医療費を支払うと所属する

保険組合から高額療養費というものが支給されることがあります。医療費控除の計算で意外な落とし穴にもなる高額療養費制度

についてご紹介いたします。 
 

１.制度の内容 
高額療養費制度とは、同じ月の間に医療機関に支払った自己負担額が高額になった場合に、自己負担限度額を超えた部

分の金額が払い戻される制度です。この制度は協会けんぽに代表される社会保険と自治体が運営する国民健康保険の両方で

利用することができます。 

 

２.自己負担額 

自己負担額とは医療機関の窓口で支払った金額を指しますが、自己負担額を計算する際にいくつか注意点があります。まず

集計期間の単位は月になります。月とは暦の 1 日から末日までです。そして自己負担額の集計は医療機関ごとに行うのですが、

同じ医療機関であっても医科と歯科は別々に入院と外来も別々に集計する必要があります。また保険が適用されない自費診療

や差額ベッド代などは自己負担額から除外されます。 

なお自己負担額の集計では個人ごとではなく、同じ健康保険に加入している同一世帯の人の医療費を合算することができま

す。ただし、70 歳未満の場合には月の自己負担額が 21,000 円以上の自己負担額が、70 歳以上 75 歳未満の場合には月の自

己負担額の全額が合算対象と認められます。 
 

３.自己負担限度額 
払い戻される金額を算定するた

めの自己負担限度額の算定方法

については、それぞれの健康保険

ごとに若干の相異があります。今

回は協会けんぽのホームページよ

り、70 歳未満の自己負担限度額

の計算表をご紹介します。計算表

は医療費を支払った本人の所得

金額に応じて自己負担限度額が

算定される仕組みです。 

 

多数該当とは、診療を受けた月

以前の 1 年間に 3 ヶ月以上高額

療養費の支給を受けたことがある

場合に適用される自己負担限度

額で通常の計算より低く設定され

ているため、より多くの高額療養費の支給を受けることができます。 

 

４.受給申請手続き 
協会けんぽの場合、高額療養費支給申請書に必要な添付書類を添えて各支部へ提出します。国民健康保険については高

額療養費に該当した場合、診療月の 3 ヶ月後に世帯主宛に郵送される申請書を市区町村に提出します。 

 

５.確定申告への影響 
医療費控除の対象となる医療費に対して受給した高額療養費は、その医療費からマイナスしなければなりません。例えば、

その年の 12 月に高額療養費に該当する診療を受けた場合で、高額療養費を請求した時は、翌年 3 月の確定申告において医

療費控除の計算上、高額療養費を医療費の金額からマイナスしなければなりません。 

〒151-0051 

東京都渋谷区千駄ヶ谷 3-27-5 大橋ﾋﾞﾙ 4F 

Tel  03-6432-9986 ／ Fax  03-6432-9987 

HP  http:// will-tax.com 
e-mail   info@will-tax.com 

2019 年 3 月号  No.009 

Tax News 

2019 年 3 月号 No.009 

 

協会けんぽHPより転載

https://www.kyoukaikenpo.or.jp/~/media/Files/honbu/g2/190125/k_kougaku_190125.pdf

